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伝統工芸産業の振興

・実質的な生産額の減少

図表2-2-1-2-9 工芸産業精算額の推移によると平成２９年度の生産額４０億円は

４０年前の昭和５４年度４２億９千万円より減少しており、物価指数を勘案する

とこの産業の衰退及び経営基盤の弱体化が顕著であることが分かる。

・工芸産業生産額は、昭和54年度においては全体42.9億円のうち

織物が27.5億円で64％と高い割合を占めていたが、平成29年度に

おいては全体40億円のうち織物が2.3億円で31％の割合となってお

り、和装市場の縮小等が減少の主な要因である。その一方で、陶器

やガラス、その他染め物や三線などの生産額は増加傾向にある。
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・厳しい労働環境

図表2-2-1-2-14 工芸産業従事者数及び従事者１人あたりの工芸品生産額の推移

によると、平成２９年度2,244 千円は２６年前の平成３年度より低い金額であ

り、何ら改善されていないことが分かる。伝統工芸産業の労働分配率を高く見た

としても平均給与は1,000千円台の前半ではないかと推定される。社会全体とし

ては給与の最低賃金が年年上昇し、働き方改革により労働者の権利が強化され、

給与水準も年々上昇している現状に鑑みても、生計を立てながらこの仕事をし続

けることがいかに困難なことであるかが想像される。

伝統工芸に魅力を感じている人は少なくないと思うが、職業として選択した場

合、生計が成り立たずやむおえず離脱する職人は多い。その対応策を考えなけれ

ば人材確保・育成・後継者の問題は永遠に解決されない

 

・本県の工芸産業の特徴として、工程のほとんどが手作業により生

産されていることが沖縄工芸の魅力の主要素となっている一方で、

コストに見合う市場価格とはなっておらず、十分な収入を得ること

が困難な状況である。

　収入を上げるため、現在のニーズに対応した製品開発や経営改

善、販路開拓等を支援する「工芸品新ニーズモデル事業」を実施し

ており、新たに今年度から伝統工芸品の価値・競争力を高める「沖

縄工芸ブランド戦略策定事業（R1～R3)」に取り組んでいるところ

である。

・まずは経営強化

本報告書において課題に挙げられている伝統工芸産業の零細性、経営基盤の脆弱

性を克服しなければ、マーケティング力の向上や、経営高度化、技術革新、人材

確保、人材育成にまでたどり着かない。一般的に優れた職人であっても、ビジネ

スにおけるコンプライアンスや資金管理も含めた経営や労務管理の知識や能力は

自動的に得られるものではなく、経営スキルの重要性・必要性を知り、会得する

ための支援策と習得する機会を早急に考える必要がある。

・県としても伝統工芸産業の零細性、経営基盤の脆弱性については

認識しており、その改善に向け工芸産地組合の組織体制の強化を図

るとともに本県の伝統工芸品の価値・競争力を高めるため、「工芸

産業パワーアップ事業（R1～R3)」及び「沖縄工芸ブランド戦略策

定事業（R1～R3)」に取り組んでいるところである。
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・伝統工芸産業の振興に関して、全般的に政策ツールの目標値は達成されていて

も、それが成果指標の達成につながっていない場合が目立つ（特に「１-(5)-イ

伝統工芸品等を活用した感性型ものづくり産業の振興」）。予定事業年度の期間

途中であっても、政策ツールの事業自体の見直しの検討をする事がＰＤＣAだと

思うが、今回の部会におけるＣｈｅｃｋ後のＡｃｔion(再検討後の事業実施）に

向けた具体的方法について確認したい。

・今年度、工芸ブランド戦略を策定する予定であり、令和３年度末

完成予定の工芸の杜（仮称）の効果的な運用に向け、当該戦略に基

づいて様々な施策を展開してきたいと考えている。
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・「離島における工芸産業従事者数（累計）が基準値よりも下回っている状況に

おいて、「離島における新規就農者数（累計）は着実に達成に向けて数値を伸ば

している。分野の違いや取組の歴史、既存システムの差異があるとはいえ、同じ

「離島」エリアでの人材の育成の「成功」取り組みとして位置づけて、その要因

分析も参考に今後の対応を検討する事もできるのではないか。

・ご意見のとおり、「離島」エリアの他分野で成功した要因等も参

考にさせていただきたい。
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